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直土圧とヤンセン公式について

1．はじめに
　昨年７月、ガイドラインが発刊され、同10月に説
明会が開催され、平成30年２月にもQ&Aで説明さ
れているが、３章の設計において、自立管の土圧式
の解説で、ガイドラインP３-13の２）管周辺の地盤
が乱される場合（直土圧とヤンセン公式の関連など）
の考え方をもっと知りたいという意見があり、本協
会として解説するものである。

2．�「下水道用硬質塩化ビニル管・道路埋設指針」
について

　ガイドラインには、下記の記述がある。

　硬質塩化ビニル管に作用する鉛直土圧の算定に
ついて、「下水道用硬質塩化ビニル管・道路埋設指
針平成５年３月　（一財）国土開発技術研究セン
ター」では、直土圧公式又はマーストン溝型公式
としている（図３-３参照）。このマーストン溝型
公式は、可とう性管対応式であり、ヤンセン公式
のf（埋戻し土の粘着力）をゼロとした場合と同様
の鉛直土圧算定式となる。
　したがって、自立管に作用する鉛直土圧の算定
は、現場の土質状況等により決まるBd（仮想掘
削幅）及びf（埋戻し土の粘着力）を反映できるヤ
ンセン公式の式（３-２）を基本とする。図３-４
にヤンセン公式を示す。
　なお、仮想掘削幅については、施工後時間が経
過している場合には更生管きょの外径（既設管きょ
内径）としてもよいが、現場条件も考慮して設定
する。また、埋戻し土の粘着力を考慮することに
より、数式上では鉛直土圧の算定結果がマイナス
となることがあるため、その場合は粘着力をゼロ
として運用することが望ましい。
� （３-13頁）

　（一財）国土開発技術研究センターによって、昭和
58年に発刊された「下水道用硬質塩化ビニル管・道
路埋設指針」１）（以下、埋設指針）に記述されている

設計の考え方は、JSWAS K-1（下水道用硬質塩化ビ
ニル管）２）の参考資料の１（硬質塩化ビニル管の設計
と適用）も参考にされている。土被り２mを境とす
る直土圧とヤンセン公式併用の考え方についても埋
設指針の第５版（平成５年３月）のP14に記述され
ている内容が、ガイドラインの最終の引用となる。
　その後、平成11年３月に改正版が発刊され、高盛
土や深い土被りでの開削工事において、硬質塩化ビ
ニル管の変形が問題視され、全ての土被りにおいて、
直土圧に変更されている。
　ただし、JSWAS K-1（下水道用硬質塩化ビニル
管）は当初から直土圧の設計である。

3．管周辺の地盤が乱される場合の考え方
　ガイドラインには、下記の記述がある。

２）　管周辺の地盤が乱される場合
　自立管の上部等で水道、ガス、電信・電話、電
力等の他事業により、管周辺の地盤が乱される場
合の鉛直土圧の算定は、「下水道用硬質塩化ビニル
管・道路埋設指針　平成５年３月　（一財）国土開
発技術研究センター」に準じ、直土圧公式の式（３
-３）を用いる。土被りの適用範囲は、現場条件等
を考慮して定める。図３-５に直土圧公式を示す。

（管周辺の地盤が乱される場合）
図３-３　土による鉛直土圧公式の適用方式の例

� （３-13頁）
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図３-５　直土圧公式� （３-14頁）

図３-４　ヤンセン公式
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土被りが2.0m未満の場合は直土圧公式、2.0m以
上の場合はヤンセン公式を用いる。ただし、土被
り2.0m以上で、2.0mの直土圧公式で求めた土圧
の方がヤンセン公式で求めた土圧より大きい場合
は、2.0mの直土圧公式で求めた土圧を採用する。

　管路更生においては、『管周辺の地盤が乱される場
合』の直土圧と直土圧とヤンセン公式併用の土被り
の境を２mとする考え方は、（公社）日本下水道協会
から発刊されている平成13年発刊の「管更生の手引
き（案）」３）の下記の記述が最初である。

　自立管の上等部で水道、ガス、NTT、電力等の
他事業により管周辺の地盤が乱される場合の鉛直
土圧の算定は「下水道用硬質塩化ビニル管・埋設
指針」に準じ、垂直公式を用いる。水道、ガス、
NTT、電力等のサービス管は開削工法等で浅い地
盤に設置され、敷設替えの頻度が高いので土被り
2.0mまでの土圧を見込むこととした。

　その後、平成20年発刊の「管きょ更生工法の設
計・施工管理の手引き案」４）に引き継がれ、記述され
続けた。しかし、平成23年発刊の「管きょ更生工法
の設計・施工管理のガイドライン案」６）において、下
記のように変更された。

　鉛直土圧の算定式は、「下水道用硬質塩化ビニル
管・道路埋設指針」に準じ、直土圧公式を用いる。
土被りの適用範囲は、現場条件等を考慮して定め
る。

　これ以後、土被り２mの記述が無くなり、混乱を
招くと思われたが、多くの工事で土被りの適用範囲
は２mで運用され、全く同じ考え方で適用されてき
た。
　管路更生においては、開削工事後、時間が経過し
ており、既設管の周辺の土が安定していると思われ
る。自立管の上部等で他事業による開削工事で管周
辺の地盤が乱される土被りを２mに戻し、設計を分

かりやすく改正したのがガイドラインの記述である。
したがって、直土圧と直土圧とヤンセン公式併用の
土被りの境も２mとしている。また、

　土被りの適用範囲は、現場条件等を考慮して定
める。

とガイドラインに記述されているが、他事業の工事
は多くが土被り２mを超えないので、このまま使用
して問題ないのではと思われる。
　また、土被りが２m を超える、例えば３mまで開
削が可能な施工区間における、管路更生は必ずしも
必要ではないので、３mまで直土圧、それ以上の深
さは直土圧とヤンセン公式併用でとする設計は、ま
ず、考えられない。

4．おわりに
　さらに、土被り２mの開削が可能な施工区間にお
ける、比較的浅い小口径の管路更生は不要と考えら
れる。したがって、小口径の管路更生が必要な施工
区間では、『管周辺の地盤が乱される場合』の考え方
も過剰設計であり、『管周辺の地盤が乱されない場
合』のヤンセン公式で、多くの工事物件が対応でき
るとも言えるのではないか。
　また、今回の改正で、複合管は水平土圧の考え方
が常時の荷重設計に基本として採用され、総土圧の
算定が緩和されている。今後、自立管においても、
欧米では使われている水平土圧の考慮も検討すべき
であると思う。
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